
『コロナ禍での支援現場の声を聞く ー危機で試される在留外国人支援ー』 

休眠預金を活用したコロナ禍の緊急支援 事業説明 
（事業名：支援が届かない在留外国人等への人道的支援） 

 

 

 

特定非営利活動法人 ジャパン・プラットフォーム 

藤 原   航 
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資金分配団体の紹介 

団体名 
公益財団法人 

日本国際交流センター 
共通項 
課 題 

特定非営利活動法人 
ジャパン・プラットフォーム 

専門領域 
国境を越えた 

対話促進と課題解決 
外国人支援 

国内外の自然災害等 
における人道支援 

主な事業 

国際保健、人の移動等の
世界的課題に対する民間
対話と研究活動を行うほか、
多様なセクターとつながり
国内外の課題解決を促進 

中間支援 
 

資金提供 

国際NGOや被災地団体への 
寄付金、政府資金を原資 
とした資金提供 

課題に 
関連する
取り組み 

「外国人受入れ、移民政策
に関する調査研究、アドボ
カシー活動」 

隣接領域 緊急人道支援 

双方にとって、近接する課題領域であるものの、“はざま”領域にであったため、 
・互いの強みの組み合わせ、・協働による事業着手 

することができた。 
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事業説明次第 

1.課題の全体像 
 
2.課題の原因 
 
3.想定する支援策について 
 
4.実行団体一覧 
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1.課題の全体像：対象者 

“日本国内に、医食住に困難を抱える人が多数いる。” 
“外国人については、セーフティネットが無い” 

 
『在留外国人』    ＝約288万人（2020年6月末現在） 

内、『外国人労働者』＝約172万人（2020年10月末現在。6割） 

 
＝既に日本経済の一部になっている人口規模 
 
その他、帰国困難者など、緊急のセーフティネットに 
アクセスできない者もいる 

「言語の壁」、「情報の壁」、「社会制度の壁」 
→『食べ物が無い』、『医療費が無い』、『学費が無い』 

 →しかし、支援に結びつかない、支援が適切でない等 

図1 外国人労働者の    
    資格別割合 

専門的・ 

技術的分
野（21％） 

資格外活動 

（主に留学生） 

特定活動
（22％） 

技能実習（23％） 

身分に基づく在留資格（32％） 

仮説 

特にコロナの影
響を受けている 

課
題 

原
因 

人 
口 
動 
態 
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1.課題の全体像：課題の構造的背景 

『在留外国人はコロナ危機による影響を強く受ける生活環境』 

① 外国人労働者依存度が高い産業にコロナ危機の影響が顕在化（図2） 
② 間接雇用（派遣、請負）やアルバイトなど失業、収入減に直面（図3） 
③ 技能実習生・定住者が多い地方の中小都市では、監理団体及び実習先に 
       囲い込まれているケースもあり、実態の把握、地域としての支援体制づくりが 
   進まない問題が一層深刻化 

図4 都道府県別在留外国人居住状況 

業種 製造業 
サービス 
業 

卸 売 
・ 

小売り 

宿 泊 
・ 

飲 食 
建設業 

教 育 
・ 

学 習 

情 報 
通 信 

医 療 
・ 

福 祉 

割合 29.1％ 16.1％ 12.8％ 12.5％ 5.6% 4.3％ 4.1％ 2.1％ 

図2 外国人労働者の従事業種 

図3 外国人労働者の雇用形態 
労働者派遣・請負事業を行っている事業所に就労している割合 

外国人労働者 20.4% 日本の雇用者全体 2.5% 
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2.課題の原因：在留外国人のコロナ禍まとめ 

      在留外国人は  『特に』  
        ・コロナ禍の『ダメージが大きい』 

・しかし、 『支援が少ない』 

① 就業先の偏り(7割以上)       （図2より）→大都市のサービス業に偏り 
 

② 不安定な雇用(8倍※以上) （図3より）→非正規雇用の比率や中小企業 

 

③ 大都市型集中(6割以上)   （図4より）→緊急事態宣言対象地域など 

 

④ 支援を受けること自体が困難な状況（様々な障壁） 



 Copyright (c) JAPAN PLATFORM All Rights Reserved. 

3.想定する支援策とアウトカムについて 

（1）緊 急 的 支 援     → 支援が届かない層への緊急的支援 
支援策：食料配布、シェルター、相談対応・相談コミュニティ形成 
 原因：急激な収入減による 
     ・食料が無い ・居所を失う ・医療にかかれない（けが、出産） 
     ・学費が無い（言葉が分からない公立校に通い教育機会を失う） 
 

（2）自助能力の向上や支援 → 一方的な支援にならない取組 
支援策：教育やスキルの向上機会提供、通訳同行（行政、医療機関等）、就労相談 
 原因：意欲や能力があるが、就職・転職などの機会が少ない 
     ・日本語能力不足による不採用 ・支援情報取得力不足 
     ・行政窓口の対応力不足 
 

（3）支 援 者 の 基 盤 向 上  → 長期化するコロナ禍対応力向上 
支援策：支援ネットワークの構築支援 
 原因：支援者の全国的偏在や利用可能な大きなリソースの地域間・団体間の格差、 
      連携不足による支援もれなど 
     ・資金調達能力の不足 ・支援スキルの不足 ・アウトリーチ力の不足 
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実施結果（12月現在速報値） 

休眠預金の活用により、のべ16,000人以上への支援が行えた。 
（各取り組みにはボランティアやご寄付・物資提供も多数頂きました。） 

医療相談会の様子 (東京都千代田区)  ＠東京新聞 
当日は、外国人約1７0人が相談を受けた。  

実行団体支援実績（速報値） 
■全体 
支援回数： 1,400件以上 
支援人数： 3,000人以上 
延べ16,000人以上への支援実施 
 
 

■内緊急人道支援（食料、医療・住居）
支援回数： 600回以上 
緊急支援人数： 2,000人以上 
延べ7,000回の個人の危機を支援 
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4.実行団体一覧（資金提供額：約1.5億円） 

実行団体： 

団体名（受付順） 所在地 対  象 課題や事業 

1 日越ともいき支援会 東 京 全 国 
ベトナム人技能実習生 
保護と再就職支援 

2 移住者と連帯する全国ネットワーク 東 京 全 国 
困窮する外国人の 
伴走支援 

3 青少年自立援助センター 東 京 
全 国 
 (東京） 

就労の為の 
日本語教育 

4 北関東医療相談会 茨 城 関東圏 医療等生活支援 

5 北海道国際交流・協力総合センター 北海道 北海道 
食料、就労、日本語 
学習支援 

6 反貧困ネットワーク 東 京 関東圏 
一時的住宅供給 
生活支援 

7 日本国際社会事業団 東 京 関東、広島 
困窮による孤立防止や
自立支援 

8 シャンティ国際ボランティア会 東 京 
豊島区の 
在留外国人 

連携による地域内での
支援体制づくり 

休眠預金を効果的に使える団体を、応募総数16団体から8団体に絞り実施。 


